
調査目的：中小企業振興支援のための事業所現状把握

調査対象：市内調査対象事業所（名簿：事業所母集団データベース〈令和2年次フレーム〉
　　　　 をもとに1,579事業所の名簿から廃業や雇用を伴わない個人事業などを理由
　　　　 に選別した量的調査対象1,123事業所とインタビュー対象121事業所に対し調
　　　　 査を実施）

調査時期：2022年 11 月－12月（11月１日基準日）

調査事項：事業所の概要／経営状況／支援施策の利用状況／経営計画・事業所の強
　　　　 み・インターネット活用／雇用・採用・教育／今後の見通しと方向性／
　　　　 企業連携、社会活動／市・県・国等への施策要望

回答状況：調査対象事業所数1,123（母集団名簿から）
　　　　　有効回答521、回答率46.4％

分析対象：事業所母集団データベース〈令和3年次フレーム〉、市行政データ、ヒア
　　　　 リング調査でデータを補完後（1,593事業所）、集計対象がある589事業
　　　　 所について分析した。
　　　　 建設業129、製造業84、流通商業190、サービス業173、分類不可13
　　　　 ※有効回答521を補完した589事業所データの産業別内訳

報告書（概要版）

2022年田村市事業者実態把握調査報告
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エコノミックガーデニングを運営する体制としては、アメリカ合衆国リトルトン市を含めて多くの事例
で、自治体が主体となって事業を実施している。藤枝市や寒川町のように、自治体からの委託により、専
門家や専門機関がエコノミックガーデニングの事業を担当するところもある。企業経営者が主体となって
エコノミックガーデニングの事業を実施しているのは、今のところ山武市のみである。山武市では商工会
青年部が主体となって様々な企業支援活動を行い、市役所がその活動を支えている。こうした協力により
企業経営者間に情報交換を活発に行う仕組みができている。

エコノミックガーデニングの実践事例

田村市では田村市中小企業及び小規模企業振興基本条例が既に施行されており、地域経済と地元企業に
ついての調査も進行中であり、エコノミックガーデニングを実施する準備は整っている。

日本でエコノミックガーデニングを導入している自治体において、本会議と実務者会合という二段階の
合議体を有しているのは田村市だけである。

特に、実務者会合は、経営者からニーズと提案を直接に聞くことができる機会であり、エコノミックガー
デニングの精神を継続するという意味においても重要な存在である。

田村市でのエコノミックガーデニング

Ⅰ．エコノミックガーデニング

田村市における長期的な課題として、
総人口の減少と経済活動の原動力にな
る生産年齢人口の減少が挙げられる。

従来実施されてきた企業誘致などだ
けでは長期的な課題に十分に対応でき
ない可能性があり、地域経済活性化に
は、地元で製造業、建設業、商業、サー
ビス業を営む中小企業の活動を盛んに
することが必要である。

田村市における長期的課題
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出所：『第2期田村市地域創生総合戦略』

年齢区分別将来人口推計数

地元の中小企業の繁栄を通じて地域経済活性化に取り組む
手法として「エコノミックガーデニング（EG）」があり、発祥地
であるアメリカのみならず日本の自治体でも導入されている。

エコノミックガーデニングの方法論には普遍的なマニュ
アルがないため、それぞれの地域の事情に応じて、事業運
営組織の構造、事業のスタイル、運営方法、地域内の合意
形成を築く必要がある。

エコノミックガーデニングの歩みと特徴
エコノミックガーデニング実施自治体の例

EG自治体

大阪府	 2014年度
静岡県藤枝市	 2011年度
徳島県鳴門市	 2012年度
神奈川県寒川町	 2016年度
奈良県生駒市	 2021年度

民主導+公連携 千葉県山武市商工会青年部	 2016年度

導入検討中 香川県三木町
愛媛県東温市
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Ⅱ．市内事業所の経営状況、経営上の問題点

 「田村市中小企業現状把握調査」
は 2022 年 11 月から 12 月にかけ
て実施された。新型コロナウイルス
感染症拡大の影響下にあった 3 年間
の増減を聞いたところ、売上高では
62.7％の事業所が減少、利益では
67.0％の事業所が減少と答えてい
る。非常に厳しい状況下にある。

2019 年から 2022 年にかけての売上高変化
を組織形態、業種、規模別に見てみると、個人
企業、小規模企業が特に影響を受けたことがわ
かる。

個人企業は、76.5％の事業所が減少と答え、
正社員数 2 名以下では 70.6％、3 ～ 5 人では
59.9％の事業所が減少と答えている。このよう
に個人企業、小規模企業へのダメージが大きく、
支援を考える上で大事な課題となっている。

経営上の問題点を見てみると、「原
材料・仕入単価の上昇」が深刻になっ
ていることがわかる。

これは、企業形態、業種、規模を
問わず問題点の第 1 位である。明ら
かに経営環境の変化による影響であ
り、こうした場合の対抗力をどのよ
うにつけるかが大事な課題である。

続いて「販売量の減少」「市場規模
の縮小」に直面しており、さらには「設
備の老朽化」、「人手不足」「専門人材
不足」が深刻な課題となっている。

コロナ禍の影響を受けて売上高減少、利益減少が激増

ダメージが大きいのは個人企業、小規模企業

市内事業所の経営上の問題点
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経営上の問題点 （ 複数回答 ）

組織形態別売上高の増減

2019 年から2022年にかけての売上高、利益の増減

回答数 大幅に増加 やや増加 横ばい やや減少 大幅に減少

全体 536 0.9% 9.9% 24.4% 32.8% 31.0%

個人企業 191 0.5%   4.7% 18.3% 32.5% 44.0%

法人企業 305 1.0% 11.8% 27.5% 31.8% 26.6%

2人以下 208 1.0%    6.3% 21.6% 29.3% 41.3%

3～5人 152 -    9.2% 30.3% 33.6% 26.3%

6～10人       65 3.1% 13.8% 29.2% 32.3% 20.0%

11人以上       68 1.5% 17.6% 25.0% 33.8% 20.6%
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Ⅲ．計画的経営、強化目標

市内事業所は今後何を強化したいと考えてい
るのであろうか。

グラフは、「強化したい点（第1位）」のうち、
回答数が10 事業所以上あった項目を「強み」の
回答数とともに示したものである。

群を抜いているのは、「市場開拓・販路開拓」であ
り、次いで「人材」である。これは経営上の問題点
に対応しており、いずれも、振興施策の大きな課題
になるが、事業所側からすれば、第3位の「経営戦
略・企画力」をどう伸ばすかが大事なところとなる。

その意味で、市内事業所を率いる経営者の経営
力をどう高めるかが振興施策の基盤に位置する
ところとなる。

強みを踏まえ何を伸ばしたいと考えているか
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経営計画を立てていることが経営の成果に結びつ
いているかは、当事者からするとわかりづらいとこ
ろがある。そこで、単年度経営計画策定の有無別に、
売上高の増加割合と横ばい割合が右図である。

横ばいを加えたのは、コロナ禍を横ばいで乗り切っ
た事業所という意味である。これを見ると、やはり
単年度経営計画を策定している方がこの合計の割合
が高く、中長期計画で見ても同様である。

計画的経営は成果に結びつく可能性が高い
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単年度経営計画の有無別に見た売上高変化 （増加＋横ばい）割合

経営基盤をしっかりさせていくには計画的に
経営することが基本となる。

経営計画は中長期の経営計画と単年度の経営
計画に分かれ、コロナ禍のような厳しい局面に
直面したときは、計画を見直すことも必要であ
り、これらの計画は社員とともに、しっかり練
り上げることが大事である。

田村市内の事業所の単年度の計画の策定状況
を見ると図のようになる。組織形態では個人企
業が低く、正社員規模では規模が小さくなるほ
ど策定割合が低くなっている。

経営計画の策定状況
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Ⅳ．人材の確保及び育成の促進

現在の人手不足感について、コロナ禍前と比
較して、「適正」と回答した事業所割合がおよ
そ 10.0％減少し、「過剰」と「不足」はそれぞ
れ 3.0％、6.9％だけ増加している。一部の事業
所で過剰となっているところもあるが、人手不
足傾向がやや強まっている状況である。

経営上の問題点のうち人材確保面の割
合が大きい傾向にあり、人材育成面を問
題と意識している事業所はそれほど多く
はない。

業種別に見ると、製造業と建設業では「熟
練技術者、専門知識を持つ人材の確保難」
の割合が大きく、製造業や建設業では特に
専門的な人材の不足があらわれている。

サービス業と流通・商業では「従業員
の不足」の割合が大きく、人手不足感が
いっそう強い傾向である。

田村市に対して今後希望する施策
について、36.0％の事業所が「雇用
に対する支援」を選択しており、全
体の中で最も大きい割合となってい
る。市内事業所が雇用に課題を抱え
ており、その点についての施策が求
められている。

インタビュー調査からみると、人
材確保面では、人材の紹介、情報共
有、働く環境整備が多く挙げられて
いる。人材育成面では、研修機会の
提供、資金的支援などが求められて
いる。

田村市事業所の人手不足感はやや強まる傾向

経営上の問題点として人材確保

求められる雇用支援
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Ⅴ．事業所の今後の見通し

事業者実態把握調査は、新型コロナ感染症の影響が色濃く残る時期に実施された。2 年後の見通しについ
て全体的に縮小の方が成長するという回答よりも多かったが、部分的に明るい見通しも見られた。

回答業種別ではサービス業が見通しが明るい一方で、流通・商業と製造業の見通しが暗かった。正社員
規模別では明暗が明確に分かれていて、3 人以上、特に 6 人以上で成長するという回答が多かった。事業
者の縮小や廃業といった消極的な回答は、規模が小さくなるほど多かった。

得意先・販売先第 1 位は多くの事業者にとって田村市内となっている。3 年前と比較して売上高の変化
が好調な事業者 (「大幅に増加」、「やや増加」) は市外を販路としているため、多くの事業者にとって販路
拡大が課題となっている。売り上げが下がっている事業者ほど市内を販路としているため、外から稼ぐ力
が問われている。

事業者のうち、後継者が決まっているのは約 1/4 で、残りは検討中となっているため、今後地域にとっ
て大きな課題である。

明暗が分かれる事業所の2年後の見通し

販路拡大と後継者について
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販売先と 3年前と比較した売上高変化 明暗が分かれる後継者問題
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Ⅵ．田村市発展の方向と施策要望

複数回答で「古くからのつながり、助け合いがある」が半数以上の回答を得ている他、「取引先の近接性」
「豊かな自然環境」を 25％程度が回答として挙げている。

田村市経済発展のために必要と考える方向として、複数回答で「若手経営者の育成」「公共事業の維持・
拡大」が 25％を超え、次いで「商店街の再生」「空き店舗の利活用」そして「農林業の強化」が挙げら
れた。

市に希望する施策としては「雇用に対する支援」「地域内での消費促進」が多く挙げられ、次いで「運
転資金、事業所建設、設備導入に対する支援」「地域資源を生かした産業づくり」「観光振興」等の回答
が多い。

田村市に立地するメリット

田村市経済発展の方向と、希望する施策

回答割合（％）

回答総数 = 589

0 10 20 30 40 50 60
不明

その他

郡山市のベッドタウンであり、ビジネスチャンスが広がっている

市内に競合する同業他社が少ない

教育・医療・福祉などの公共施設が立地し、その利用者が顧客となり得る

商工会の支援が充実している

行政や教育機関、各種団体・組合の支援が充実している

交通と輸送の便が良い

豊かな自然環境がある

地代・家賃や水道料金などが安い

優れた人材を集め易い

取引先が市内にあり、交通費や時間が節約できる

古くからのつながりがあり、助け合いや情報が得られる

回答総数 = 589 回答総数 = 589

0 5 10 15 20 25 30
不明

その他
地域資源を生かした産業づくり

震災復興の対応
観光振興

地域内での消費促進
公共事業の維持・拡大

DX推進
空き店舗の利活用
商店街の再生

経営改革支援の充実
起業・創業支援の充実
若手経営者の育成
農林業の強化

0 5 10 15 20 25 30 35
不明

その他
従業員の福利厚生

地域資源を生かした産業づくり
震災復興の対応

観光振興
地域内での消費促進
公共事業の維持・拡大
販路開拓に対する支援

経営ノウハウに対する支援
技術に対する支援

運転資金に対する支援
事業所建設、設備導入に対する支援

雇用に対する支援
新規事業創出に対する支援

回答割合（％） 回答割合（％）

市内立地メリット （複数回答）

田村市全体の経済が発展するために必要と考える方向 田村市に今後希望する施策
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Ⅶ．振興基本条例と支援施策

　　　　　　 	福島県田村市役所 産業部　 商工課
	 〒963-4393　 福島県田村市船引町船引字畑添76-2
	 Tel　 0247-82-6677　　 Fax　 0247-81-1220

発行 　　　　　　 	立教大学　社会情報教育研究センター
	 〒171-8501 東京都豊島区西池袋3-34-1
	 Tel 03-3985-4459　　 Fax 03-3985-2907

編集

2019 年 6 月に制定された「田村市中小企業及び小規模企業振興基本条例」について、今回の調査では
約 70% の事業所が「知らない」と回答しており、認知度向上が課題となっている。

田村市中小企業及び小規模企業振興基本条例の認知

条文を読んでおり知っている
条文は読んでいないが制定されたことは知っている
知らない

回答割合（％）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

3.8 24.1 72.1

振興基本条例の認知

市の支援施策の利用状況をみると、「知らない」と回答した事業所がいずれも 50％程度存在し、市の支
援施策の認知は進んでいない。一方、国・県の支援施策の利用状況をみると、「知らない」と回答した事業
所がいずれも20％以下であり、国・県の施策の認知が進んでいる。

 「3年前と比較した売上」が減少した事業所ほど、市の支援施策を利用する傾向がみられ、市の施策はコ
ロナ禍の影響を緩和したことを示唆している。一方で、「3年前と比較した売上」が減少した事業所でも、
市の支援施策を「いずれも知らない」事業所が40％近く存在する。

市には、振興基本条例と同様、中小企業が認識しやすい情報発信を検討し、支援施策の周知が求められる。

支援施策の利用状況

利用した　　　知っているが利用していない　　　知らない 利用した　　　知っているが利用していない　　　いずれも知らない

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

利用した

④新型コロナウイルス感染症対策金融支援事業

③事業復活支援金

②一時支援金・月次支援金

①持続化給付金

③田村市中小企業借入金利子補給金

②田村市中小企業経営合理化資金保証融資制度

①田村市中小企業・小規模事業者支援事業補助金

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

利用した

大幅に減少

やや減少

横ばい

大幅に増加
+やや増加

市
の
施
策

国・県
の
施
策

回答割合（％） 回答割合（％）

39.4 43.4
21

22 43 35

28 33 39

32 31 37

44 35
17.1

38.6 51.79.8
33.9 49.616.5

39.1 8.752.2
66.0 14.719.4
59.5 15.225.3
61.0 14.924.1

支援施策の利用状況 売上変化 （３年前比較 ）と市の支援施策の利用

振興基本条例は、中小企業及び小規模企業に対して、
自主的に経営力の向上、基盤の強化に努めることを求
めている。

今回の調査によれば、振興基本条例を「知っている」
事業所は、「経営指針・経営計画」を策定し、経営力の
向上に努めていることが分かった。

市には、中小企業が認識しやすい情報発信を検討し、
その理念を中小企業に広めていくことが求められる。

振興基本条例の認知と経営指針・経営計画

回
答
割
合
（
％
）
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知っている　　知らない

①経営理念の外
部公開を行って
いるか

②中長期経営方
針を持っているか

③上記計画のコ
ロナによる変更・
修正を行ったか

④毎年の経営計
画を作成してい
るか

⑤経営の勉強会
参加を希望するか

⑤経営の勉強会
参加を希望するか

振興基本条例の認知と経営指針 ・経営計画の有無
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